
平成 18年 3月期 第３四半期財務・業績の概況(連結) 平成 18年 1月31日

上場会社名       （コード番号：4968　東証・大証第一部）

(URL http://www.arakawachem.co.jp)

問合せ先　　代表者役職・氏名　取締役社長　　　末村　長弘 TEL：(06) 6209 - 8500

　　　　　　責任者役職・氏名　取締役経理部長　山中　勝之

１. 四半期財務情報の作成等に係る事項
　　①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 　　　：　有

　　　（内容）　引当金の計上基準等につきましては、一部簡便的な方法を採用しております。

　　②最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 　：　無

　　③連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　　　　　 　　：　無

２. 平成 18年 3月期第３四半期財務・業績の概況（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 12月 31日）
(1)経営成績(連結)の進捗状況

（記載金額：百万円未満切捨て）

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益 四半期(当期)純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期第3四半期 41,922 8.1 1,926 △ 26.6 2,207 △ 20.7 1,212 △ 21.6
17年 3月期第3四半期 38,774 14.9 2,624 22.1 2,783 19.2 1,546 17.9
（参考）17年 3月期 51,470 3,001 3,235 1,826

潜在株式調整後

１株当たり四半期

（当期）純利益

円　　銭 円　　銭

18年 3月期第3四半期 76.83 -         
17年 3月期第3四半期 97.98 -         
（参考）17年 3月期 113.33 -         
(注) 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示す。

[経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］

 １．当第３四半期の業績全般の概況

 ２．事業の種類別セグメントの状況

１株当たり四半期
（当 期）純利益

　当第３四半期の国内経済は、輸出および生産の持ち直し、企業収益の改善、設備投資も引き続き増加したた
め、緩やかな回復を続けました。しかし一方では、石油関連製品をはじめとする素材価格が上昇、予断を許さ
ない状況が続いております。また、米国経済は堅調に推移し、アジア主要国では中国が高成長を維持するなど
景気の回復が続いております。
　このような環境のもと、当社グループにおきましては主力製品のシェア拡大、新規用途開発による高付加価
値化、生産プロセスの合理化などによる製品コストの削減に努めてまいりました。また、水系樹脂、光硬化型
樹脂、超淡色ロジンなどの環境に配慮した製品の拡販、精密部品洗浄剤や電子材料用樹脂などの電子材料関連
分野での販売を強化し、さらに新規に開発した有機・無機ハイブリッド樹脂、クリームはんだ、生分解性プラ
スチック用可塑剤、ロジン系オイルゲル化剤の需要開拓を推進してまいりました。海外におきましては、製品
の拡販、中国における市場開拓を展開してまいりました。
　その結果、当第３四半期の売上高は４１９億２２百万円（前年同期比８.１％増)、営業利益は１９億２６百
万円(同２６.６％減)、経常利益は２２億７百万円(同２０.７％減)、四半期（当期）純利益は１２億１２百万
円（同２１.６％減）となりました。
　なお、中国におきまして、ロジンおよびロジン誘導体の新たな生産拠点として平成１７年１１月に広西荒川
化学工業有限公司が、製紙用薬品の新たな生産拠点として平成１７年１２月に南通荒川化学工業有限公司がそ
れぞれ稼動を開始しました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。
＜製紙用薬品事業＞
　国内製紙業界は、国内需要に回復の傾向が見られ、全般として生産は堅調に推移しました。このような状況
のもと、当事業におきましては、情報紙用薬品の減少がありましたが、塗工紙用薬品、紙力増強剤、粘着ラベ
ルなどの剥離紙に使用されるシリコーン樹脂の売上が伸長しました。海外の子会社におきましても売上が増加
しました。利益面では、国内外とも石油関連製品ならびに主要原料のひとつであるロジン価格高騰の影響に対
して、製品コストの削減などによる吸収や製品価格の改定に努めましたが、減益となりました。
　その結果、売上高は１６２億５３百万円(前年同期比１０.４％増)、営業利益は６億６１百万円(同２０.１
％減)となりました。
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(2)財政状態（連結）の変動状況 （記載金額：百万円未満切捨て）

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 3月期第3四半期 61,730 32,553 52.7 2,062.04
17年 3月期第3四半期 54,997 30,126 54.8 1,908.31
（参考）17年 3月期 54,640 30,330 55.5 1,919.12

(3)連結キャッシュ･フローの状況 （記載金額：百万円未満切捨て）

営業活動による 投資活動による 財務活動による  現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー  期  末　残　高
百万円 百万円 百万円 百万円

18年 3月期第3四半期 △ 645 △ 3,684 1,722 2,770
17年 3月期第3四半期 957 △ 1,606 △ 510 3,811
（参考）17年 3月期 2,975 △ 1,885 △ 832 5,175

[財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］

３. 平成 18年 3月期の連結業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
（記載金額：百万円未満切捨て）

売 上 高 経常利益 当期純利益
百万円 百万円 百万円

通　　期 54,600 2,450 1,220
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           74円  91銭

[業績予想に関する定性的情報等］
　業績は概ね予想どおりに推移しており、業績予想につきましては、平成17年11月 7日に公表しました予想に修正
はありません。

※　上記の予想は本資料の発表日において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々
　　な要因によって予想数値と異なる場合があります。

　当第３四半期における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ２４億５百万円減少し、当第３四半期
末には２７億７０百万円となりました。
営業活動によるキャッシュ・フローは、６億４５百万円減少となりました。これは、税金等調整前四半期純利益
（２１億７５百万円）および減価償却費（１１億７９百万円）などに対して、売上の増加や当第３四半期末日が
休日であったことによる売上債権の増加（４７億６１百万円）および法人税等の支払額（９億８９百万円）など
によります。
　投資活動によるキャッシュ・フローは、３６億８４百万円減少となりました。これは、中国における工場建設
や国内外の工業用樹脂設備増強などの固定資産取得等による支出（３３億７６百万円）が主なものであります。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済(２億２百万円)や配当金の支払(３億３１百万円)な
どに対して、短期借入金の増加（２１億７２百万円）などにより、１７億２２百万円の増加となりました。

＜工業用樹脂事業＞
　国内の印刷インキ、塗料、粘着・接着剤および合成ゴム業界は、一部に低調な動きが見られたものの概ね堅
調に推移しました。また電子工業業界は、需要に回復の傾向が見られたものの、産業用電子機器、電子部品・
デバイスを中心に低調に推移しました。このような環境のもと、当事業におきましては精密部品洗浄剤および
粘着・接着剤用の水素化石油樹脂の輸出が減少しましたが、オフセットインキ用樹脂、環境に配慮した光硬化
型樹脂や塗料用樹脂の売上が順調に推移しました。新規分野では超淡色ロジン、電子材料用樹脂の売上が伸長
しました。また、日本ペルノックスにおきましては、需要に回復の傾向が見られたものの、エレクトロニクス
用エポキシ樹脂製品の売上は減少となりました。海外の子会社におきましては売上が増加しました。利益面で
は、高付加価値製品を拡販し、国内外とも石油関連製品ならびにロジン価格高騰の影響に対しては、製品コス
トの削減などによる吸収や製品価格の改定に努めましたが、減益となりました。
　その結果、売上高は２４９億７２百万円(前年同期比６.７％増)、営業利益は１１億９９百万円（同３１.９
％減）となりました。

＜その他事業＞
　洗浄機械の売上が増加したことから、増収増益となりました。
　その結果、売上高は６億９６百万円（前年同期比８.９％増）、営業利益は６５百万円（同８８.６％増）と
なりました。
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荒川化学【連結】

○ 添付資料

比 較 四 半 期 連 結 貸 借 対 照 表
単位：百万円（未満切捨て）

当連結第３四半期末 前連結第３四半期末

（平成17年12月31日現在）（平成16年12月31日現在） （平成17年3月31日現在） 増 減

金 額 (A) 構成比 金 額 構成比 金 額 (B) 構成比 (A)－(B)

（資　 産　 の　 部） % % %

Ⅰ 流　動　資　産

 1. 現 金 及 び 預 金 3,217 4,110 5,513 △  2,295

 2. 受取手形及び売掛金 24,009 22,086 19,170 4,838

 3. 有 価 証 券 556 1 2 554

 4. た な 卸 資 産 7,251 6,313 7,014 237

 5. そ の 他 1,182 876 1,000 181

貸 倒 引 当 金 △    119 △    107 △    115 △ 　   3

流 動 資 産 合 計 36,098 58.5 33,280 60.5 32,585 59.6 3,512

Ⅱ 固　定　資　産

 1. 有 形 固 定 資 産

 (1)建 物 及 び 構 築 物 5,400 5,489 5,448 △     48

 (2)機械装置及び運搬具 4,349 3,812 3,935 414

 (3)土 地 5,256 4,570 4,535 721

 (4)そ の 他 2,439 1,112 1,231 1,207

有 形 固 定 資 産 合 計 17,445 28.3 14,985 27.3 15,151 27.7 2,294

 2. 無 形 固 定 資 産

 (1)連 結 調 整 勘 定 594 810 756 △    162

 (2)そ の 他 346 174 264 81

無 形 固 定 資 産 合 計 940 1.5 985 1.8 1,021 1.9 △     80

 3. 投資その他の資産

 (1) 投 資 有 価 証 券 6,586 5,138 5,254 1,331

 (2) そ の 他 931 946 920 11

貸 倒 引 当 金 △   272 △   338 △   293 21

投資その他の資産合計 7,245 11.7 5,745 10.4 5,881 10.8 1,364

固 定 資 産 合 計 25,632 41.5 21,717 39.5 22,054 40.4 3,578

資 産 合 計 61,730 100.0 54,997 100.0 54,640 100.0 7,090

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

科 目

期 別
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荒川化学【連結】

単位：百万円（未満切捨て）

当連結第３四半期末 前連結第３四半期末

（平成17年12月31日現在）（平成16年12月31日現在） （平成17年3月31日現在） 増 減

金 額 (A) 構成比 金 額 構成比 金 額 (B) 構成比 (A)－(B)

（負　 債　 の　 部） % % %

Ⅰ 流　動　負　債

 1. 支払手形及び買掛金 12,407 11,307 9,863 2,544

 2. 短 期 借 入 金 7,454 5,504 5,281 2,172

 3. 未 払 法 人 税 等 317 339 712 △    395

 4. 設 備 支 払 手 形 91 132 104 △     13

 5. そ の 他 2,890 2,405 3,208 △    318

流 動 負 債 合 計 23,161 37.5 19,689 35.8 19,171 35.1 3,990

Ⅱ 固　定　負　債

 1. 長 期 借 入 金 614 931 802 △    188

2. 退 職 給 付 引 当 金 1,951 1,935 1,947 3

3. 役員退職給与引当金 263 311 323 △     59

4. そ の 他 1,143 318 384 758

固 定 負 債 合 計 3,971 6.5 3,497 6.3 3,457 6.3 514

負 債 合 計 27,133 44.0 23,186 42.1 22,629 41.4 4,504

（少 数 株 主 持 分）

少 数 株 主 持 分 2,044 3.3 1,684 3.1 1,680 3.1 363

（資　 本　 の　 部）

Ⅰ 資  　　本  　　金 2,365 3.8 2,365 4.3 2,365 4.3 -        

Ⅱ 資  本  剰　余  金 2,587 4.2 2,587 4.7 2,587 4.6 -        

Ⅲ 利　益　剰　余　金 25,368 41.1 24,244 44.1 24,519 44.9 848

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,361 3.8 1,233 2.2 1,273 2.4 1,087

Ⅴ 為替換算調整勘定 △    124 △0.2 △    300 △0.5 △    412 △0.7 287

Ⅵ 自　己　株　式 △      3 △0.0 △      3 △0.0 △      3 △0.0 -        

資 本 合 計 32,553 52.7 30,126 54.8 30,330 55.5 2,223

負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計

61,730 100.0 54,997 100.0 54,640 100.0 7,090

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

科 目

期 別
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荒川化学【連結】

比 較 四 半 期 連 結 損 益 計 算 書
　 単位：百万円（未満切捨て）

当連結第３四半期 前連結第３四半期

自 平成17年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日 増 減 自 平成16年4月 1日
至 平成17年12月31日 至 平成16年12月31日 至 平成17年3月31日

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

% % %
Ⅰ 売　　上　　高 41,922 100.0 38,774 100.0 3,147 51,470 100.0

Ⅱ 売　上　原　価 32,984 78.7 29,286 75.5 3,698 39,280 76.3

売 上 総 利 益 8,938 21.3 9,488 24.5 △ 550 12,190 23.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 7,011 16.7 6,864 17.7 147 9,188 17.9

営 業 利 益 1,926 4.6 2,624 6.8 △ 698 3,001 5.8

Ⅳ 営　業　外　収　益

 1.受 取 利 息 14 14 19

 2.受 取 配 当 金 52 41 44

 3.持 分 法 による投資利益 34 35 38

 4.そ の 他 240 342 0.8 164 255 0.6 87 248 352 0.7

Ⅴ 営　業　外　費　用

 1.支 払 利 息 44 43 57

 2.そ の 他 17 61 0.1 52 96 0.2 △  34 60 118 0.2

経 常 利 益 2,207 5.3 2,783 7.2 △ 576 3,235 6.3

Ⅵ 特　　別　　利　　益

 1.固 定 資 産 売 却 益 2 0 141

 2.貸 倒 引 当 金 戻 入 益 4 7 0.0 3 3 0.0 3 2 143 0.2

Ⅶ 特　　別　　損　　失

 1.固 定 資 産 除 売 却 損 38 28 61

 2.固 定 資 産 評 価 損 0 38 0.1 5 33 0.1 5 4 66 0.1

税 金 等 調 整 前
四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

2,175 5.2 2,753 7.1 △ 578 3,312 6.4

法人税、住民税及び事業税 603 832 1,238

法 人 税 等 調 整 額 202 806 1.9 192 1,025 2.6 △ 218 36 1,275 2.5

少 数 株 主 利 益 156 0.4 181 0.5 △  25 210 0.4

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 1,212 2.9 1,546 4.0 △ 333 1,826 3.5

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

科 目

期 別

( () )( )
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荒川化学【連結】

比 較 四 半 期 連 結 剰 余 金 計 算 書
単位：百万円（未満切捨て）

当連結第３四半期 前連結第３四半期

自 平成17年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日 増 減 自 平成16年4月 1日
至 平成17年12月31日 至 平成16年12月31日 至 平成17年3月31日

金　　　額 金　　　額 金　　　額

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 2,587 2,587 - 2,587

Ⅱ 資本剰余金四半期末(期末)残高 2,587 2,587 - 2,587

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 24,519 23,023 1,496 23,023

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 1,212 1,212 1,546 1,546 △ 333 1,826 1,826

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金 331 299 299

取 締 役 賞 与 33 26 27

従 業 員 賞 与 - - 1

従業員奨励福利基金拠出 - 364 - 325 38 1 330

Ⅳ 利益剰余金四半期末(期末)残高 25,368 24,244 1,123 24,519

前連結会計年度の
要約連結剰余金計算書期 別

科 目

( ) ( ) ( )
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荒川化学【連結】

四半期連結キャッシュ・フロー計算書

単位：百万円（未満切捨て）

当連結第３四半期 前連結第３四半期

自 平成17年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日 増 減 自 平成16年 4月 1日

至 平成17年12月31日 至 平成16年12月31日 至 平成17年 3月31日

金　　　額 金　　　額 金　　　額

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期(当期)純利益 2,175 2,753 △ 578 3,312
減価償却費 1,179 1,162 17 1,587
連結調整勘定償却額 162 162 -   216
貸倒引当金の増減額 △ 21 △ 2 △ 18 15
退職給付引当金の増減額 3 △ 10 14 1
役員退職給与引当金の増減額 △ 59 21 △ 81 33
投資その他の資産の評価損 0 5 △ 5 4
投資有価証券売却損益 △ 0 - △ 0 △ 12
固定資産除売却損益 35 28 7 △ 79
受取利息及び受取配当金 △ 67 △ 55 △ 11 △ 64
支払利息 44 43 0 57
持分法による投資損益 △ 34 △ 35 1 △ 38
売上債権の増減額 △ 4,761 △ 3,799 △ 961 △ 920
たな卸資産の増減額 △ 161 △ 78 △ 82 △ 804
仕入債務の増減額 2,487 2,578 △ 91 1,144
その他 △ 666 △ 537 △ 128 △ 166
　　　小　計 317 2,234 △ 1,917 4,285
利息及び配当金の受取額 69 63 5 73
利息の支払額 △ 43 △ 44 1 △ 60
法人税等の支払額 △ 989 △ 1,296 307 △ 1,323
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 645 957 △ 1,603 2,975

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額 △ 97 △ 80 △ 16 △ 127
有価証券の売却による収入 - - -   1
有形固定資産の取得による支出 △ 3,376 △ 1,158 △ 2,218 △ 1,847
有形固定資産の売却による収入 17 1 16 173
投資有価証券の取得による支出 △ 28 △ 333 304 △ 387
投資有価証券の売却による収入 0 1 △ 1 20
無形固定資産の取得による支出 △ 97 △ 14 △ 83 △ 127
投資その他の資産の取得による支出 △ 82 △ 14 △ 68 △ 31
投資その他の資産の売却による収入 50 52 △ 2 55
設備支払手形の増減額 △ 13 37 △ 50 8
その他 △ 56 △ 98 41 377
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,684 △ 1,606 △ 2,078 △ 1,885

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 2,172 △ 216 2,388 △ 494
長期借入れによる収入 - 100 △ 100 98
長期借入金の返済による支出 △ 202 △ 250 47 △ 314
自己株式の取得による支出 - - -   △ 0
少数株主からの払込による収入 88 158 △ 69 299
親会社による配当金の支払額 △ 331 △ 299 △ 31 △ 299
少数株主への配当金の支払額 △ 4 △ 2 △ 1 △ 120
財務活動によるキャッシュ・フロー 1,722 △ 510 2,232 △ 832

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 203 34 168 △ 18
Ⅴ現金及び現金同等物の増加額(又は減少額) △ 2,405 △ 1,125 △ 1,279 239
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 5,175 4,936 239 4,936
Ⅶ現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 2,770 3,811 △ 1,040 5,175

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ
・フロー計算書

期 別

科 目
( )( )( )
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荒川化学【連結】

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 １.連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数（１０社）
　非連結子会社の数（１社）

 ２.持分法の適用に関する事項
　持分法適用の関連会社数          ２社
　持分法非適用の非連結子会社数    １社
　持分法非適用の関連会社数        ２社

 ３.連結子会社の四半期決算日等に関する事項
　連結子会社の四半期決算日と四半期連結決算日との差異は、３ヵ月を超えないため仮決
算は実施せず四半期連結決算日との間に生じた重要な取引について連結上必要な調整をお
こなっております｡

 ４. 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

(ｲ) たな卸資産
　主として移動平均法による原価法

(ﾛ) 有価証券
　その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　四半期連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入
　　　法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法
(ｲ) 有形固定資産

　親会社及び連結子会社１０社のうち３社が定率法、７社が定額法であります。
　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について
は、定額法を採用しております。

(ﾛ) 無形固定資産
　定額法によっております。
　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準
(ｲ) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

(ﾛ) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当四半期連結会計期間末において発生していると認
められる額を計上しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理することとしております。

(ﾊ) 役員退職給与引当金
　役員の退職慰労金の支払いに備えるため役員退職慰労金規定に基づく当四半期
連結会計期間末要支給額の１００％を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡
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荒川化学【連結】

(5) 重要なヘッジ会計の方法
(ｲ) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
　また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理
をおこなっております。

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段
　　為替予約取引
・ヘッジ対象
　　外貨建金銭債権債務

(ﾊ) ヘッジ方針
　当社は、創業以来の「本業を重視した経営」の精神に則り、為替変動リスクの
みをヘッジしております。
　為替変動リスクは、実需原則に基づき為替予約取引をおこなっております。

(6) その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

 ５.四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現
金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなってお
ります。
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荒川化学【連結】

　注　　記　　事　　項

　（四半期連結貸借対照表関係）

単位：百万円（未満切捨て）

当連結第３四半期末 前連結第３四半期末 前連結会計年度末

１．受取手形割引高 84 38 30

２．有形固定資産の減価償却累計額 39,776 38,715 38,898

３．自己株式の数 4,884株 4,829株 4,884株

４．連結四半期末日（連結期末日）満期手形の処理
　　　手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結四半期および前連結四半期の
　　　末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が四半期末残高に含まれております。

　　　受取手形 326 397 -
　　　支払手形 520 477 -
　　　設備支払手形 13 45 -

　（四半期連結損益計算書関係）

単位：百万円（未満切捨て）

当連結第３四半期 前連結第３四半期 前連結会計年度

販売費及び一般管理費のうち

主要な費目

運送費 1,745 1,653 2,181

貸倒引当金繰入額 9 0 13

給与賞与 1,595 1,571 2,109

退職給付費用 147 151 200

役員退職給与引当金繰入額 32 29 41

減価償却費 80 85 113

研究開発費 1,695 1,732 2,340

連結調整勘定償却 162 162 216

研究開発費のうち主なもの

給与賞与 963 992 1,280

退職給付費用 42 42 56

減価償却費 201 210 286

　（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の四半期末残高（期末残高）と四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記

されている科目の金額との関係
単位：百万円（未満切捨て）

当連結第３四半期末 前連結第３四半期末 前連結会計年度末

現金及び預金勘定 3,217 4,110 5,513

△    446 △    299 △    337

現金及び現金同等物 2,770 3,811 5,175

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金
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荒川化学【連結】

セ グ メ ン ト 情 報

１．事業の種類別セグメント情報

　当連結第３四半期会計期間 単位：百万円（未満切捨て）

製紙用薬品 工業用樹脂 そ　の　他 計
消去又は
全　　社

連　結

売    上    高

(1) 外部顧客に対する売上高 16,253 24,972 696 41,922 － 41,922

(2)
セグメント間の内部売上高
または振替高

－ － － － (－) － 

計 16,253 24,972 696 41,922 (－) 41,922

営　業　費　用 15,591 23,773 630 39,996 (－) 39,996

営　業　利　益 661 1,199 65 1,926 (－) 1,926

　前連結第３四半期会計期間 単位：百万円（未満切捨て）

製紙用薬品 工業用樹脂 そ　の　他 計
消去又は
全　　社

連　結

売    上    高

(1) 外部顧客に対する売上高 14,727 23,407 639 38,774 － 38,774

(2)
セグメント間の内部売上高
または振替高

－ － － － (－) － 

計 14,727 23,407 639 38,774 (－) 38,774

営　業　費　用 13,899 21,645 604 36,150 (－) 36,150

営　業　利　益 827 1,761 34 2,624 (－) 2,624

　前連結会計年度 単位：百万円（未満切捨て）

製紙用薬品 工業用樹脂 そ　の　他 計
消去又は
全　　社

連　結

売    上    高

(1) 外部顧客に対する売上高 19,593 31,178 698 51,470 － 51,470

(2)
セグメント間の内部売上高
または振替高

－ － － － (－) － 

計 19,593 31,178 698 51,470 (－) 51,470

営　業　費　用 18,629 29,170 668 48,469 (－) 48,469

営　業　利　益 964 2,007 29 3,001 (－) 3,001

（注）１．事業区分の方法

　　　　事業は、製品の系列、製造方法・製造過程、市場及び販売方法の類似性を考慮して区分しており

　　　　ます。

　　　２．各事業の主な品目

　　製紙用薬品事業…サイズ剤、紙力増強剤、塗工紙用薬品等

　　工業用樹脂事業…印刷インキ・塗料用樹脂、合成ゴム重合用乳化剤、粘着･接着剤用樹脂、電子

　　　　　　　　　　材料用樹脂、精密部品洗浄剤等

　　その他事業………不動産仲介、駐車場管理、損害保険、生命保険、機器リース、機器販売等
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荒川化学【連結】

２．所在地別セグメント情報

　当連結第３四半期、前連結第３四半期及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高

に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。

３．海　外　売　上　高

単位：百万円（未満切捨て）

ア ジ ア
南 北
ア メ リ カ

ヨーロッパ そ の 他 計

　当連結第３四半期会計期間

Ⅰ 海 外 売 上 高 5,238 597 339 286 6,461

Ⅱ 連 結 売 上 高 41,922

連結売上高に占める海外
売 上 高 の 割 合 (%)

12.49 1.43 0.81 0.68 15.41

　前連結第３四半期会計期間

Ⅰ 海 外 売 上 高 4,734 520 295 253 5,804

Ⅱ 連 結 売 上 高 38,774

Ⅲ
連結売上高に占める海外
売 上 高 の 割 合 (%)

12.21 1.34 0.76 0.66 14.97

　前連結会計年度

Ⅰ 海 外 売 上 高 6,237 648 328 366 7,580

Ⅱ 連 結 売 上 高 51,470

Ⅲ
連結売上高に占める海外
売 上 高 の 割 合 (%)

12.12 1.26 0.64 0.71 14.73

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

      ２．各区分に属する主な国又は地域

　　アジア………… 台湾、中国、韓国、香港、シンガポール、インドネシア、マレーシア

　　南北アメリカ… 米国、カナダ、アルゼンチン、ブラジル

　　ヨーロッパ…… ドイツ、フランス、オランダ、デンマーク、イタリア、イギリス

　　その他………… オーストラリア、ニュージーランド

　　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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＜平成１８年３月期　第３四半期財務・業績の概況 参考資料＞

＊ 売上高等連単比較情報 （単位：百万円）

連　結 単　独 連単倍率

当    期 前    期 増 減 当    期 前    期 増 減 当 期 前 期

売 上 高 41,922 38,774 ＋ 3,147 36,270 32,936 ＋ 3,334 1.16 1.18

営業利益 1,926 2,624 △ 698 1,045 1,655 △ 610 1.84 1.59

経常利益 2,207 2,783 △ 576 1,450 1,957 △ 506 1.52 1.42

当期純利益 1,212 1,546 △ 333 927 1,216 △ 289 1.31 1.27

総資産額 61,730 54,997 ＋ 6,733 54,861 48,802 ＋ 6,059 1.13 1.13

株主資本 32,553 30,126 ＋ 2,426 30,822 28,726 ＋ 2,096 1.06 1.05

＊ 設備投資額等情報 （単位：百万円）

連　結 単　独 連単倍率

当    期 前    期 増 減 当    期 前    期 増 減 当 期 前 期

設備投資額 2,287 920 ＋ 1,366 1,942 441 ＋ 1,500 1.18 2.08

減価償却費 1,179 1,162 ＋ 17 876 856 ＋ 19 1.35 1.36

研究開発費 1,695 1,732 △ 37 1,427 1,475 △ 47 1.19 1.17

有利子負債 8,068 6,436 ＋ 1,632 7,324 5,533 ＋ 1,791 1.10 1.16

＊ 連結業種別セグメント情報 （単位：百万円）

売上高 営業利益 営業利益率

当    期 前    期 増減率 当    期 前    期 増減率 当 期 前 期

製紙用薬品 16,253 14,727 ＋ 10.4% 661 827 △ 20.1% 4.1% 5.6%

工業用樹脂 24,972 23,407 ＋ 6.7% 1,199 1,761 △ 31.9% 4.8% 7.5%

そ　の　他 696 639 ＋ 8.9% 65 34 ＋ 88.6% 9.5% 5.5%

計 41,922 38,774 ＋ 8.1% 1,926 2,624 △ 26.6% 4.6% 6.8%
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平成 18年 3月期 第３四半期財務・業績の概況(個別) 平成 18年 1月31日

上場会社名       （コード番号：4968　東証・大証第一部）

(URL http://www.arakawachem.co.jp)

問合せ先　　代表者役職・氏名　取締役社長　　　末村　長弘 TEL：(06) 6209 - 8500

　　　　　　責任者役職・氏名　取締役経理部長　山中　勝之
単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 四半期財務情報の作成等に係る事項
　　①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 　：　有

　　　（内容）　引当金の計上基準等につきましては、一部簡便的な方法を採用しております。

　　②最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 　：　無

２. 平成 18年 3月期第３四半期財務・業績の概況（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 12月 31日）
(1)経営成績（個別）の進捗状況

（記載金額：百万円未満切捨て）

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益 四半期(当期)純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期第3四半期 36,270 10.1 1,045 △ 36.9 1,450 △ 25.9 927 △ 23.8
17年 3月期第3四半期 32,936 7.3 1,655 11.4 1,957 13.0 1,216 16.7
（参考）17年 3月期 43,922 1,806 2,429 1,634

潜在株式調整後

１株当たり四半期

（当期）純利益

円　　銭 円　　銭

18年 3月期第3四半期 58.72 -         
17年 3月期第3四半期 77.07 -         
（参考）17年 3月期 101.45 -         
(注) 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示す。

(2)財政状態（個別）の変動状況 （記載金額：百万円未満切捨て）

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 3月期第3四半期 54,861 30,822 56.2 1,952.39
17年 3月期第3四半期 48,802 28,726 58.9 1,819.59
（参考）17年 3月期 48,284 29,183 60.4 1,846.46

３. 平成 18年 3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
（記載金額：百万円未満切捨て）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　　期 46,600 1,900 1,200
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            73円  92銭

１株当たり年間配当金
中　間 期　末

円　　銭 円　　銭 円　　銭

通　　期 10.00 10.00 20.00
　　業績予想につきましては、平成 17年 11月 7日に公表しました予想に修正はありません。

※　上記の予想は本資料の発表日において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々
　　な要因によって予想数値と異なる場合があります。

１株当たり四半期
（当 期）純利益
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荒川化学【単独】

比 較 四 半 期 貸 借 対 照 表

単位：百万円（未満切捨て）

期　別

(平成17年12月31日現在) (平成16年12月31日現在) (平成17年3月31日現在) 増 減

金 額 (A) 構成比 金 額 構成比 金 額 (B) 構成比 (A)－(B)

（資　産　の　部） % % %

 Ⅰ　流　動　資　産

現 金 及 び 預 金 699 1,725 2,124 △  1,424

受 取 手 形 2,004 2,359 1,792 211

売 掛 金 19,600 17,279 15,262 4,337

た な 卸 資 産 5,454 5,072 5,337 117

そ の 他 1,821 1,259 1,301 519

貸 倒 引 当 金 △    90 △    80 △    90 -        

流 動 資 産 合 計 29,490 53.8 27,616 56.6 25,728 53.3 3,761

 Ⅱ　固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

　 建　　　　　　　　物 3,579 3,682 3,616 △     36

　機　　械　　装　　置 3,362 2,849 3,027 334

　土　　　　　　　　地 4,599 3,910 3,875 724

　そ　　　 の　　 　他 1,458 1,554 1,637 △    179

有 形 固 定 資 産 合 計 13,000 23.7 11,997 24.6 12,157 25.2 843

無 形 固 定 資 産 125 0.2 53 0.1 98 0.2 27

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 6,205 4,793 4,907 1,297

関 係 会 社 株 式 3,292 3,292 3,292 -        

そ の 他 2,952 1,284 2,334 618

貸 倒 引 当 金 △   206 △   236 △   235 28

投資その他の資産合計 12,244 22.3 9,134 18.7 10,299 21.3 1,944

固 定 資 産 合 計 25,371 46.2 21,185 43.4 22,555 46.7 2,815

資 産 合 計 54,861 100.0 48,802 100.0 48,284 100.0 6,577

当 第 ３ 四 半 期 末 前 第 ３ 四 半 期 末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

科 目
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荒川化学【単独】

単位：百万円（未満切捨て）

期　別

(平成17年12月31日現在) (平成16年12月31日現在) (平成17年3月31日現在) 増 減

金 額 (A) 構成比 金 額 構成比 金 額 (B) 構成比 (A)－(B)

（負　債　の　部） % % %

 Ⅰ　流　動　負　債

支 払 手 形 2,334 2,304 1,711 622

買 掛 金 8,630 7,686 6,738 1,891

短 期 借 入 金 7,100 5,100 4,900 2,200

１年以内返済予定長期借入金 209 208 208 0

未 払 法 人 税 等 147 132 404 △    256

設 備 支 払 手 形 91 132 84 6

そ の 他 2,471 2,062 2,574 △    103

流 動 負 債 合 計 20,984 38.2 17,628 36.1 16,623 34.4 4,361

 Ⅱ　固　定　負　債

長 期 借 入 金 15 224 172 △    157

繰 延 税 金 負 債 1,137 315 382 754

退 職 給 付 引 当 金 1,668 1,669 1,676 △      8

役 員 退職給与引当金 233 238 246 △     12

固 定 負 債 合 計 3,054 5.6 2,447 5.0 2,477 5.2 576

負 債 合 計 24,039 43.8 20,075 41.1 19,100 39.6 4,938

（資　本　の　部）

 Ⅰ　資　　本　　金 2,365 4.3 2,365 4.8 2,365 4.9 -        

 Ⅱ　資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 2,587 2,587 2,587 -        

資 本 剰 余 金 合 計 2,587 4.7 2,587 5.3 2,587 5.3 -        

 Ⅲ　利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 307 307 307 -        

任 意 積 立 金 21,441 20,283 20,283 1,158

四半期(当期)未処分利益 1,780 1,957 2,375 △    595

利 益 剰 余 金 合 計 23,528 42.9 22,548 46.2 22,966 47.6 562

 Ⅳ　その他有価証券評価差額金 2,344 4.3 1,228 2.6 1,268 2.6 1,076

 Ⅴ　自 己 株 式 △     3 △ 0.0 △     3 △ 0.0 △     3 △ 0.0 -        

資 本 合 計 30,822 56.2 28,726 58.9 29,183 60.4 1,639

負 債 ・ 資 本 合 計 54,861 100.0 48,802 100.0 48,284 100.0 6,577

当 第 ３ 四 半 期 末 前 第 ３ 四 半 期 末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

科 目
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荒川化学【単独】

比 較 四 半 期 損 益 計 算 書

単位：百万円（未満切捨て）

期　  別

自 平成17年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日 自 平成16年4月 1日
至 平成17年12月31日 至 平成16年12月31日 至 平成17年3月31日

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

% % %

Ⅰ 売　　 　上 　　　高 36,270 100.0 32,936 100.0 3,334 43,922 100.0

Ⅱ 売　　上　　原　　価 29,704 81.9 25,864 78.5 3,839 34,811 79.3

売 上 総 利 益 6,566 18.1 7,071 21.5 △ 505 9,110 20.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 5,521 15.2 5,416 16.5 104 7,304 16.6

営 業 利 益 1,045 2.9 1,655 5.0 △ 610 1,806 4.1

Ⅳ 営　業　外　収　益 441 357 83 681

Ⅴ 営　業　外　費　用 36 55 △  19 59

経 常 利 益 1,450 4.0 1,957 5.9 △ 506 2,429 5.5

Ⅵ 特　 別　　利　 益 5 1 3 143

Ⅶ 特　 別　　損　 失 35 29 5 60

税引前四半期(当期)純利益 1,420 3.9 1,929 5.9 △ 509 2,511 5.7

法人税、住民税及び事業税 340 0.9 522 1.6 △ 182 820 1.9

法 人 税 等 調 整 額 153 0.4 190 0.6 △  37 56 0.1

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 927 2.6 1,216 3.7 △ 289 1,634 3.7

前 期 繰 越 利 益 1,011 883 127 883

中 間 配 当 額 157 142 15 142

四半期(当期)未処分利益 1,780 1,957 △ 177 2,375

当 第 ３ 四 半 期 前 第 ３ 四 半 期
前 事 業 年 度 の
要約損益計算書

増 減

科 目
( ( () ) )
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荒川化学【単独】

四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1)たな卸資産

　 商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 移動平均法による原価法

(2)有価証券
   子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
   その他有価証券 時価のあるもの 四半期決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売
　却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２. 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産
   定率法によっております。
   ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採
   用しております。
(2)無形固定資産
   定額法によっております。
   ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
 　額法によっております。
(3)長期前払費用
   均等償却しております。

３. 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金
   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
　 等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
(2)退職給付引当金
   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
　 基づき、当四半期会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
　 数（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしており
　 ます。
(3)役員退職給与引当金
   役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金規定に基づく当四半期会計期間末要
　支給額の１００％を計上しております。

４. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５. ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法
　 繰延ヘッジ処理によっております。
　 また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理をおこなってお
　 ります。
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象
　 ・ヘッジ手段 為替予約取引
　 ・ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務
(3)ヘッジ方針
   当社は、創業以来の「本業を重視した経営」の精神に則り、為替変動リスクのみをヘッジして
　 おります。
　 為替変動リスクは、実需原則に基づき為替予約取引をおこなっております。

６. その他四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
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荒川化学【単独】

注　　記　　事　　項

（四半期貸借対照表関係）
単位：百万円（未満切捨て）

当第３四半期末 前第３四半期末 前事業年度末

１. 有形固定資産減価償却累計額

２. 自己株式 4,884株 4,829株 4,884株

３. 受取手形割引高 84 38 30

４. 消費税等の取扱い

　　　　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債の「そ
　　　　の他」に含めて表示しております。

５. 四半期末日（期末日）満期手形の処理
　　　　手形交換日をもって決済処理しております。なお、当四半期および前四半期の末日は金融機
　　　　関の休日であったため、次の満期手形が四半期末残高に含まれております。
　　　　　　受取手形 269 334 -
　　　　　　支払手形 423 376 -
　　　　　　設備支払手形 11 39 -

（四半期損益計算書関係）
単位：百万円（未満切捨て）

当第３四半期 前第３四半期 前事業年度

１. 営業外収益の主要項目

　受取利息 17 8 12
　受取配当金 115 68 254

２. 営業外費用の主要項目

　支払利息 22 22 29

３. 特別利益の主要項目

　固定資産売却益 2 - 141

４. 特別損失の主要項目

　固定資産除却損 35 24 56

５. 減価償却実施額

　有形固定資産 859 843 1,151

34,990 34,216 34,357
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